



































































































替した）。その結果、京都市立小学校 12 校、京都市立小中学校 3 校、京都市立中学校 10 校、











　平成 30 年 5 月 1 日に開催した履修説明会には 70 名の参加があった。これは、説明会時点で




























込書類の提出期限は平成 30 年 5 月 8 日とした。その結果、上述のとおり 25 名から申し込みが
あった。参加者数及び申込者数の年次・学部別の内訳は表 1のとおりである。












2 年次生 3年次生 4年次生 学部計
経済学部 2（0） 4（1） 0（0） 6（1）
経営学部 2（0） 1（1） 0（0） 3（1）
法学部 0（0） 2（1） 0（0） 2（1）
現代社会学部 10（2） － － 10（2）
外国語学部 7（2） 10（3） 1（1） 18（6）
文化学部 1（0） 3（0） 0（0） 4（0）
理学部 9（2） 16（12） 1（0） 26（14）
コンピュータ理工学部 0（0） 0（0） 0（0） 0（0）
総合生命科学部 0（0） 1（0） 0（0） 1（0）
31（6） 37（18） 2（1） 70（25）
　※（　）は申込者数を示す。


































　面談は牛瀧を含む 3 名により行われ、3 名の合議により学生を評価した。もちろん、この時
17牛瀧　文宏・松本　顕一
の評価は当該科目の評価に関係するものではないが、実習校決定の際の重要な資料とした。面






2 年次生 3年次生 4年次生
京都市立小学校 1 0 0
京都市立小中学校 0 2 0
京都市立中学校 3 12 0
長岡京市立小学校 1 1 0
長岡京市立中学校 0 1 1






































































































































































































































　本稿の提出期限である平成 30 年 11 月 30 日時点で、本科目を履修する 24 名全員の実習は完
了していない。また、事前指導及び各学校での実習で得た経験を履修者各自が省察し、それを
22 京都産業大学「学校インターンシップ」の開設






ビューの形態を採り、要した時間は 23 分～36 分であった。以下、本稿では、音声データをテ
キスト化したものを適宜引用する。なお、発言の下線は松本によるものである。
表 4　インタビュー対象者の属性
№ 年次 性別 実習校種 実習日数・時間 取得予定免許状
① 2 女性 小学校 6日・53 時間 小、中（保体）、高（保体）
② 2 女性 小学校 21 日・116 時間 中（保体）、高（保体）
③ 2 女性 中学校 7日・60 時間 中（数学）、高（数学・情報）
④ 3 女性 中学校 6日・57 時間 中（数学）、高（数学）
⑤ 3 女性 小中学校 6日・52 時間 中（数学）、高（数学）



















 （№②、平成 30 年 10 月 2 日）
































たら続けられるんかなっていう不安が出てきました。」 （№②、平成 30 年 10 月 2 日）
「だいぶ（気持ちが揺らぎました）。これを何十年も続けるのかっていうのをまず考えました。



































 （№⑥、平成 30 年 10 月 3 日）
　また、理論と実践の往還について、実習を行う時期について検討を要する以下の発言があった。
「（1 年次配当の科目を実習後に履修していたらという質問に対して）けっこう変わっていた
かもしれないです。それ 1 回生とか 2 回生の春だったんで、やっぱり今よりも断然意識も低
かったし、ちょっと眠たい時は寝ていたし、「教職論」とかは 1 回生（が配当年次）なんで全
然覚えてないです、ほんとに。でも、今受けてたら本気で聞いてたし、多分めちゃくちゃ勉強
になっていたと思います。」 （№⑤、平成 30 年 10 月 9 日）
　2015 年答申でも言及のある理論と実践の往還をふまえて学校インターンシップの制度を設
計する際、「教職に関する科目」とりわけ生徒指導や教育相談、各教科の指導法の履修時期や












































（ 2 ） 前掲（1）、p.33
（ 3 ） 前掲（1）、p.33






（ 5） 朝日素明（2013）「学校現場体験活動に関する大学職員の意識の変化 ― 学校インターンシップ等
に関する 2005 年調査と 2011 年調査の比較を通して ―」（『教師教育研究』第 26号、pp.112-113）
によると、2011 年時点の全私教協加盟校で回答のあった 280 校のうち 85 校が組織的に、22 校が教
員やゼミ単位でインターンシップを実施している。





（ 9） 小島佐恵子・石井恭子・岩田恵子（2016）「『学校インターンシップ』における学びの現状と課題 
― 教育現場・学生・養成大学の連携を視野に入れて ―」（『論叢』玉川大学教育学部紀要 2016、
pp.146-147）
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